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本事業は、東北自然エネルギー株式会社が、秋田県能代市において、自社で稼
働中の定格出力600kWの風力発電設備24基を全て撤去し、 定格出力2, 300kWの
風力発電設備7基に建て替えるものである。

本事業は、 再生可能エネルギーの導入の観点から望ましいものである。 また
既設風力発電設備が小中学生対象の環境教育にも活用されており、 建て替え後
も引き続き実施する等としており、 再生可能エネルギーに係る普及啓発の観点
からも望ましいものでもある。

また、 本事業では既存の道路や送電線の利用が計画されており、 新設する場
合に比べ、 士地の改変等による環境影響を低減することが可能であると考えら
れる。 さらに、 本事業者は既設風力発電設備の運転開始後の平成14年から現在
に至るまで、自主的に猛禽類調査を実施しているほか、運転開始後毎年、地方公
共団体、 近隣自治会の代表者及び自然保護団体の代表者を対象に説明会を開催
し、風力発電設備の運転状況や風力発電設備周辺の猛禽類の営巣・繁殖状況等に
ついで情報提供を行うとともに、 意見交換を実施している。

一方、対象事業実施区域及びその周辺では、ガンカモ類等の渡りや絶滅のおそ

れのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成4年法律第75号。以下「種の
保存法」という。 ）に基づく国内希少野生動植物種（以下「国内希少種」という。）
に指定されているチュウヒ等の生息が確認されているほか、 同区域の周辺では
チュウヒの複数ペアによる営巣及び繁殖が確認されている。また、本事業の建て
替え対象となっている風力発電設備では、 国内希少種であるオジロワシのバー

ドストライクと考えられる事象が確認されている。
このため、 本事業の実施に当たっては、 以下の措置を適切に講ずるとともに、

その旨を評価書に記載すること。

1. 総論

事業実施に当たっては、 以下の取組を行うこと。
(1)事後調査について
ア． 事後調査を適切に実施すること。 また、 その結果を踏まえ、 必要に応じ

て、 追加的な環境保全措樅を講ずること。
イ． 上記の追加的な環境保全措置の具体化に当たっては、これまでの調査結

果及び専門家等の助言を踏まえて、 措置の内容が十分なものとなるよう客
観的かつ科学的に検討すること。また、検討の過程及びその対応方針等を公
開し、 透明性を確保すること。

ウ． 事後調査により本事業による環境影響を分析し、 判明した結果に応じて
講ずる環境保全措置の内容、 効果及び不確実性の程度について報告書とし
て取りまとめ、 公表すること。






